様式第６６号の１（第４２条第１項関係）
新築住宅等に対する固定資産税減額申告書
年　　月　　日
　草津市長　　　　　宛
申告者（納税義務者）
住所
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氏名または名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　
個人番号または法人番号(右詰記載)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



　草津市税条例付則第７条の３第　　項の規定に基づき、固定資産税の減額を申告します。

	家屋の表示
	家屋の所在
	家屋番号
	種類
	構造
	床面積
	床面積の内
居住部分の床面積

	
	
	
	
	
	
	

	適用される特例規定の条項
	□　法附則第１５条の６　第１項（新築住宅）
□　法附則第１５条の６　第２項（新築住宅　中高層耐火住宅）
□　法附則第１５条の７  第１項（認定長期優良住宅）
□　法附則第１５条の７  第２項（認定長期優良住宅　中高層耐火住宅）
□　法附則第１５条の８　第　項

	法附則第１５条の８第　　項の適用の場合は令附則第　　条第　　項に規定する従前の権利に対応する部分の床面積
	　　　           　
㎡

	建築年月日
	　　年　　月　　日
	登記年月日
	年　  月  　日

	居住年月日
	　　年　　月　　日
	

	　(備考)
　　


※法附則第１５条の７第１項または第２項の適用を受ける場合は、認定通知書の写しを添付。
※法附則第１５条の８第２項の適用を受ける場合は、サービス付き高齢者向け住宅として登録を受けた旨を証する書類の写し、国または地方公共団体の建設費補助を受けている旨を証する書類（補助金交付決定通知書）の写しを添付。
※法附則第１５条の８第４項の適用を受ける場合は、従前の家屋について移転補償金を受けたことを証する書類を添付。
